



























































































































































































































































































































































































































































































































































































4 4 4 4
を理念とし
ており、この組合員には正、准が含まれている。その意味で、農協の基本理念は、農業と
いう産業を正組合員、准組合員で支えることが必要と考えているのである。農協がなぜ国
民に財政支援を容易に要求できるのかと言えば、この基本方針を形式上堅持しているから
である。
　農協は、TAC（Team・for・Agricultural・Coordination）という地域農業の担い手に出向
くJA担当者を配置し、農業に係わる生産指導から農業経営ならびに農家の財務会計の指
導に取り組む「改革」に勤しんでいる・30）。組合員の本業についても、JAバンクの収益構
造の姿を理想として掲げている嫌いがあるが、この業態が本当に目指すべき姿なのかは、
今後の研究でさらに検討を加えることにしたい。ここでは押さえていないが、今後の研究
課題を述べておく、まずJAグループの資金の流れと農林中央金庫の資金貸出、資金運用
などの行内の統計データを揃えることができた。これを金融マクロ経済データと対照させ、
統計学、計量経済学を用いて、JAグループの資産運用の特徴を捉えることが、研究課題
となる。地方銀行・地域銀行の再編にともないJAグループの信用・共済業務のあり方も
見直されることが予想される。その意味からも、新時代のJAグループだけではなく、日
本の金融制度を検討する意味で、この研究は有益であると考えている。
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30）・総研レポートでは、農協の経済事業の改革を進めるために、JAバンクシステムの全中が中心となっ
たシステムを指向していることが述べられている。小池［6］pp.5-6参照。他方、TACの現行の農協
での進捗については、小池［6］pp.15-6参照。
